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令和 6 年度真庭市補正予算(6 月補正)について

令和 6 年度 6 月補正予算は、物価高により厳しい状況にある市民の負担を緩和するた

めの定額減税、低所得世帯等への給付金、公共施設の除却事業等について編成しました。

1 令和 6 年度真庭市一般会計補正予算(第 1 号)

歳入歳出をそれぞれ 6 億 8,596 万 3 千円増額し、歳入歳出総額 353 億 396 万 3 千円

を計上しています。これを前年同期の予算額 349 億 5,749 万 5 千円と比較すると、3

億 4,646 万 8 千円、1.0％の増です。

(1) 歳入について

歳入では、市税 1 億 6,228 万 1 千円を減額し、国庫支出金 5 億 8,348 万 1 千円、

県支出金 200 万 7 千円、地方特例交付金 1 億 6,228 万 1 千円、繰入金 1,427 万 5 千

円、諸収入 250 万円及び市債 8,370 万円をそれぞれ増額しています。

歳入の主なものは、市税では、定額減税に伴う個人市民税 1 億 6,288 万 1 千円を

減額し、全額国費として定額減税減収補填特例交付金で補填されます。国庫支出金

では、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 5 億 4,597 万 1 千円、県支出金で

は、県アピアランスケア助成事業補助金 22 万 5 千円、市債では、合併特例事業債

6,870 万円を増額しています。

一般財源不足を補うため財政調整基金繰入金 535 万 4 千円を増額しています。

(2) 歳出について

歳出の主なものは、総務費では、定額減税しきれないと見込まれる市民への給付

金として、定額減税補足給付金事業 4 億 787 万 1 千円、旧川上支局庁舎を解体する

庁舎等整備事業 2,175 万 4 千円、旧二川福祉のむらづくり拠点施設を解体する市有

財産臨時管理費 2,333 万 6 千円、集落ネットワーク圏におけるスマートストアによ

る課題解決を目指す地域づくり推進事業 2,906 万円をそれぞれ増額しています。

民生費では、物価高により厳しい状況にある低所得者世帯を支援する低所得世帯

物価高騰緊急支援給付金事業 1 億 3,810 万円、美甘シルバーセンターの除却設計を

行う高齢者福祉施設改修等管理費 388 万 9 千円をそれぞれ増額しています。

衛生費では、がん患者を対象にウィッグ等の購入を補助する各種がん検診事業 45

万円を増額しています。

教育費では、北町公園内の久世体育館等の除却設計を行うスポーツ施設改修等事

業 1,613 万 7 千円、美甘コミュニティセンターの除却設計を行う公民館施設等改修

事業 751 万 9 千円、市内高等学校の支援を強化する教育魅力化推進事業 394 万 1 千

円をそれぞれ増額しています。
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令和6年度6月補正会計別予算集計表

　　　（単位：千円,％）

補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

一　般　会　計 34,618,000 685,963 35,303,963 34,957,495 346,468 1.0

国民健康保険特別会計 4,928,683 0 4,928,683 5,014,887 △ 86,204 △ 1.7

後期高齢者医療特別会計 939,427 0 939,427 795,935 143,492 18.0

介護保険特別会計 6,382,717 0 6,382,717 6,508,807 △ 126,090 △ 1.9

介護保険特別会計
(介護サ－ビス事業勘定)

54,475 0 54,475 52,938 1,537 2.9

浄化槽事業特別会計 42,124 0 42,124 48,779 △ 6,655 △ 13.6

津黒高原観光事業特別会計 28,348 0 28,348 28,941 △ 593 △ 2.0

クリエイト菅谷事業特別会計 7,636 0 7,636 8,886 △ 1,250 △ 14.1

温泉事業特別会計 107,220 0 107,220 116,273 △ 9,053 △ 7.8

特別会計合計 12,490,630 0 12,490,630 12,575,446 △ 84,816 △ 0.7

水道事業会計 2,247,061 0 2,247,061 2,315,666 △ 68,605 △ 3.0

下水道事業会計 3,754,985 0 3,754,985 3,520,439 234,546 6.7

国民健康保険湯原温泉
病院事業会計

1,817,552 0 1,817,552 1,844,284 △ 26,732 △ 1.4

公営企業会計合計 7,819,598 0 7,819,598 7,680,389 139,209 1.8

合　　　　　　計 54,928,228 685,963 55,614,191 55,213,330 400,861 0.7

会　　計　　名 増減額 増減比
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令和6年度6月補正歳入の状況
（単位：千円,％）

補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

9,769,068 △ 145,506 9,623,562 27.3 9,231,974 391,588 4.2

市税 5,090,307 △ 162,281 4,928,026 14.0 5,156,307 △ 228,281 △ 4.4

分担金及び負担金 188,056 0 188,056 0.5 188,862 △ 806 △ 0.4

使用料及び手数料 309,867 0 309,867 0.9 304,083 5,784 1.9

財産収入 215,801 0 215,801 0.6 229,507 △ 13,706 △ 6.0

寄附金 360,169 0 360,169 1.0 291,047 69,122 23.7

繰入金 2,639,139 14,275 2,653,414 7.5 2,431,310 222,104 9.1

繰越金 300,000 0 300,000 0.8 200,000 100,000 50.0

諸収入 665,729 2,500 668,229 1.9 430,858 237,371 55.1

24,848,932 831,469 25,680,401 72.7 25,725,521 △ 45,120 △ 0.2

地方譲与税 458,420 0 458,420 1.3 402,628 55,792 13.9

利子割交付金 1,800 0 1,800 0.0 1,800 0 0.0

配当割交付金 30,400 0 30,400 0.1 33,900 △ 3,500 △ 10.3
株式等譲渡所得割交付金 37,400 0 37,400 0.1 23,300 14,100 60.5

法人事業税交付金 95,200 0 95,200 0.3 98,500 △ 3,300 △ 3.4

地方消費税交付金 1,069,200 0 1,069,200 3.0 1,086,300 △ 17,100 △ 1.6

ゴルフ場利用税交付金 15,300 0 15,300 0.0 23,100 △ 7,800 △ 33.8

環境性能割交付金 34,200 0 34,200 0.1 24,900 9,300 37.3

地方特例交付金 35,290 162,281 197,571 0.6 29,555 168,016 568.5

地方交付税 14,071,000 0 14,071,000 39.9 13,766,000 305,000 2.2
交通安全対策特別交付金 3,100 0 3,100 0.0 3,100 0 0.0

国庫支出金 2,709,017 583,481 3,292,498 9.3 3,879,131 △ 586,633 △ 15.1

県支出金 1,722,105 2,007 1,724,112 4.9 1,637,207 86,905 5.3

市債 4,566,500 83,700 4,650,200 13.2 4,716,100 △ 65,900 △ 1.4

34,618,000 685,963 35,303,963 100.0 34,957,495 346,468 1.0

【一般・特定財源区分】 （単位：千円,％）
補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

22,945,831 5,354 22,951,185 65.0 22,493,241 457,944 2.0

市税 5,090,307 △ 162,281 4,928,026 14.0 5,156,307 △ 228,281 △ 4.4

地方譲与税 458,420 0 458,420 1.3 402,628 55,792 13.9

利子割交付金 1,800 0 1,800 0.0 1,800 0 0.0

配当割交付金 30,400 0 30,400 0.1 33,900 △ 3,500 △ 10.3
株式等譲渡所得割交付金 37,400 0 37,400 0.1 23,300 14,100 60.5

法人事業税交付金 95,200 0 95,200 0.3 98,500 △ 3,300 △ 3.4

地方消費税交付金 1,069,200 0 1,069,200 3.0 1,086,300 △ 17,100 △ 1.6

ゴルフ場利用税交付金 15,300 0 15,300 0.0 23,100 △ 7,800 △ 33.8

環境性能割交付金 34,200 0 34,200 0.1 24,900 9,300 37.3

地方特例交付金 35,290 162,281 197,571 0.6 29,555 168,016 568.5

地方交付税 14,071,000 0 14,071,000 39.9 13,766,000 305,000 2.2
交通安全対策特別交付金 3,100 0 3,100 0.0 3,100 0 0.0
繰入金(財政調整基金･特別会計) 1,654,214 5,354 1,659,568 4.7 1,443,851 215,717 14.9

繰越金 300,000 0 300,000 0.8 200,000 100,000 50.0

市債(臨時財政対策債) 50,000 0 50,000 0.1 200,000 △ 150,000 △ 75.0

11,672,169 680,609 12,352,778 35.0 12,464,254 △ 111,476 △ 0.9

分担金及び負担金 188,056 0 188,056 0.5 188,862 △ 806 △ 0.4

使用料及び手数料 309,867 0 309,867 0.9 304,083 5,784 1.9

財産収入 215,801 0 215,801 0.6 229,507 △ 13,706 △ 6.0

寄附金 360,169 0 360,169 1.0 291,047 69,122 23.7

国庫支出金 2,709,017 583,481 3,292,498 9.3 3,879,131 △ 586,633 △ 15.1

県支出金 1,722,105 2,007 1,724,112 4.9 1,637,207 86,905 5.3

繰入金 984,925 8,921 993,846 2.8 987,459 6,387 0.6

諸収入 665,729 2,500 668,229 1.9 430,858 237,371 55.1

市債 4,516,500 83,700 4,600,200 13.0 4,516,100 84,100 1.9

34,618,000 685,963 35,303,963 100.0 34,957,495 346,468 1.0

【自主・依存財源区分】

自主財源

依存財源

合　　　　　計

一般財源

特定財源

合　　　　　計

区         分 構成比 増減額 増減率

区         分 構成比 増減額 増減率
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令和6年度6月補正歳出の状況
【目的別】 （単位：千円,％）

補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

272,493 0 272,493 0.8 235,730 36,763 15.6

4,186,537 494,481 4,681,018 13.3 4,310,310 370,708 8.6

8,675,505 146,653 8,822,158 25.0 8,452,523 369,635 4.4

4,248,589 450 4,249,039 12.0 4,579,269 △ 330,230 △ 7.2

0 0 0 0.0 0 0 －

2,302,639 0 2,302,639 6.5 3,015,716 △ 713,077 △ 23.6

869,700 0 869,700 2.5 797,411 72,289 9.1

2,984,682 15,000 2,999,682 8.5 2,845,669 154,013 5.4

1,492,363 0 1,492,363 4.2 1,331,526 160,837 12.1

4,231,169 29,379 4,260,548 12.1 3,945,842 314,706 8.0

3,000 0 3,000 0.0 3,000 0 0.0

4,338,878 0 4,338,878 12.3 4,433,908 △ 95,030 △ 2.1

812,445 0 812,445 2.3 806,591 5,854 0.7

200,000 0 200,000 0.6 200,000 0 0.0

34,618,000 685,963 35,303,963 100.0 34,957,495 346,468 1.0

（単位：千円,％）
補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

14,754,864 138,273 14,893,137 42.2 14,514,589 378,548 2.6

人件費 7,048,371 173 7,048,544 20.0 6,862,720 185,824 2.7

扶助費 3,367,615 138,100 3,505,715 9.9 3,217,961 287,754 8.9

公債費 4,338,878 0 4,338,878 12.3 4,433,908 △ 95,030 △ 2.1

12,077,497 506,037 12,583,534 35.6 11,622,206 961,328 8.3

物件費 6,540,221 87,243 6,627,464 18.8 6,105,556 521,908 8.5

維持補修費 655,944 0 655,944 1.9 600,208 55,736 9.3

補助費等 4,881,332 418,794 5,300,126 15.0 4,916,442 383,684 7.8

4,856,522 41,653 4,898,175 13.9 5,998,249 △ 1,100,074 △ 18.3

普通建設事業費 4,853,522 41,653 4,895,175 13.9 5,995,249 △ 1,100,074 △ 18.3

災害復旧事業費 3,000 0 3,000 0.0 3,000 0 0.0

失業対策事業費 0 0 0 0.0 0 0 －

2,929,117 0 2,929,117 8.3 2,822,451 106,666 3.8

投資及び出資金 102,629 0 102,629 0.3 1,000 101,629 10,162.9

積立金 812,436 0 812,436 2.3 806,582 5,854 0.7

貸付金 19,920 0 19,920 0.1 20,640 △ 720 △ 3.5

繰出金 1,794,132 0 1,794,132 5.1 1,794,229 △ 97 0.0

予備費 200,000 0 200,000 0.6 200,000 0 0.0

34,618,000 685,963 35,303,963 100.0 34,957,495 346,468 1.0

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

予備費

合　　　　　計

【性質別】

義務的経費

消費的経費

投資的経費

その他

合　　　　　計

区         分 構成比 増減額 増減率

区         分 構成比 増減額 増減率
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令和6年度6月補正予算主要事業
（単位：千円）

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 407,871 407,871 407,871 0 0 0 

区分 継続

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 68,500 68,500 68,500 0 0 0 

総務部

税務課

・物価高に対応し、可処分所得を増やす

・内容　：定額減税しきれないと見込まれる方に、給付金を支給

・支給額：①＋②の合算額（合算額を万円単位に切り上げる）

　①所得税分減税可能額(3万円×対象人数）－令和6年分推計所得税額

　②個人住民税所得割分減税可能額（1万円×対象人数）－令和6年度分個人住民税所得割額

・基準日：令和6年6月3日

・支給要件：納税者及び配偶者を含めた扶養家族に基づき算定される定額減税可能額が、令

　　　　　　和6年に入手可能な課税情報を基に把握された当該納税者の令和6年分推計所

　　　　　　得税額又は令和6年度分個人住民税所得割額を上回る者

・対象となる市民の方に給付を行うことにより、可処分所得を増やす

補正額の財源内訳

健康福祉部

福祉課

・物価高により厳しい状況にある低所得世帯を支援

・内容　　　：住民税均等割非課税世帯に対し給付金を支給（R5支給世帯を除く）

・支給額　　：1世帯あたり10万円（対象世帯数：約685世帯）

・基準日　　：令和6年6月3日

・支給要件　：次のいずれかの要件にあてはまる世帯

　　　　　　（扶養親族等のみで構成される世帯を除く）

　　　　　　　①令和6年度分住民税均等割非課税世帯（確認書を送付）

　　　　　　　②令和6年1月2日以降の転入者又は未申告者を含む世帯で、令和6年度住民

　　　　　　　　税均等割非課税世帯（申請が必要）

・物価高により厳しい現状にある低所得世帯を支援することで、安心した生活につなげる

補正額の財源内訳

1 事業名 定額減税補足給付金事業

所属 予算書事業名 定額減税補足給付金事業

補正前額 補正額 補正後額

2 事業名
低所得世帯物価高騰緊急支援給付金事業

（Ｒ６非課税世帯支給分）

所属 予算書事業名
低所得世帯物価高騰緊急支援給付金事業

（Ｒ６非課税世帯支給分）

補正前額 補正額 補正後額

- 6 -



（単位：千円）

区分 継続

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 57,500 57,500 57,500 0 0 0 

区分 継続

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 12,100 12,100 12,100 0 0 0 

健康福祉部

福祉課

・物価高により厳しい状況にある低所得世帯を支援

・内容　　　：住民税均等割のみ課税世帯に対し給付金を支給（R5支給世帯を除く）

・支給額　　：1世帯あたり10万円（対象世帯数：約575世帯）

・基準日　　：令和6年6月3日

・支給要件　：次のいずれかの要件にあてはまる世帯

　　　　　　（扶養親族等のみで構成される世帯を除く）

　　　　　　　①令和6年度分住民税均等割のみ課税世帯（確認書を送付）

　　　　　　　②令和6年1月2日以降の転入者又は未申告者を含む世帯で、令和6年度住民

　　　　　　　　税均等割のみ課税世帯（申請が必要）

・物価高により厳しい状況にある低所得世帯を支援することで、安心した生活につなげる

補正額の財源内訳

健康福祉部

福祉課

・物価高により厳しい状況にある低所得の子育て世帯を支援

・内容　　　：住民税非課税世帯又は住民税均等割のみ課税世帯に対し、児童数に応じて

　　　　　　　給付金を支給（R5支給世帯を除く）

・支給額　　：児童1人あたり5万円（対象児童数：約242人）

・基準日　　：令和6年6月3日

・支給要件　：令和6年度分住民税非課税世帯又は均等割のみ課税世帯のうち、次のいず

　　　　　　　れかの要件にあてはまる世帯

　　　　　　　①18歳以下の児童がいる世帯のうち、住民異動がない世帯（確認書を送付）

　　　　　　　②18歳以下の児童がいる世帯のうち、令和6年1月2日以降の転入者又は

　　　　　　　　未申告者を含む世帯（申請が必要）

　　　　　　　③18歳以下の児童と別世帯で同一生計の世帯（申請が必要）

　　　　　　　④基準日以降に生まれた新生児を含む世帯（申請が必要）

・物価高により厳しい状況にある低所得の子育て世帯を支援することで、安心した生活に

　つなげる

補正額の財源内訳

3 事業名
低所得世帯物価高騰緊急支援給付金事業

（R６均等割世帯支給分）

所属 予算書事業名
低所得世帯物価高騰緊急支援給付金事業

（R６均等割世帯支給分）

補正前額 補正額 補正後額

4 事業名
低所得世帯物価高騰緊急支援給付金事業

（R６こども加算分）

所属 予算書事業名
低所得世帯物価高騰緊急支援給付金事業

（R６こども加算分）

補正前額 補正額 補正後額
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